
市議選から１年 議員マニフェストの進み具合

情報提供 ２０２４年度のまちづくり

施政方針 その根拠、内容を考える

２０２３年４月市議選に掲げた公約の自己チェック

２０２４年度の特徴的事業、機構改革、市民負担

３月議会での一般質問を基に施政方針の課題を探る



市議選から１年
議員マニフェストの進み具合

２０２３年４月市議選に掲げた公約の自己チェック



市内在住被爆者とともに平和行進（2023年5月3日）

香川県三木町松原病院視察（2023年7月13､14日）
子ども特定健診視察報告会（2023年8月8日）

一般質問で提言（2023年9月13日）
子ども特定健診を考える講演会（2023年12月22日）

就学前までの子ども医療費無償化（2023年10月～）
18歳までの子ども医療費無償化（2024年4月～）

議員控室に給水スポット設置（2023年9月～）

サンリブに廃食油回収ボックス設置（2023年11月）

宗像市の校区コミュニティ視察（2024年2月29日）
一般質問で提言（2024年3月18日）

浄水場特別委員会、決議案可決（2023年12月22日）
予算審査特別委員長（2024年3月）

「新たな体育館建設も選択肢」（2023年12月）
快生館、投資累計3億8千万円判明（2024年3月）

ユマニチュード講座開設準備
（2024年3月）

市職員の健康経営を一般質問で提言（2023年12月）

2023年4月
市議選での公約



情報提供
２０２４年度のまちづくり

２０２４年度の特徴的事業、機構改革、市民負担



古賀市・2024年度当初予算の主な取組

１ コガバスの新宮中央駅までの延伸 16 給食センター食器洗浄機更新、３年がかり

２ 公共施設冷媒ガスを炭化水素冷媒ガス入れ替え 17 乳アレルギーの給食費を減額

３ 高校生未来プロジェクト、市長に政策提言 18 浄水場の廃止検討

４ 自治会への防犯灯電気代全額公費負担 19 ３０周年迎えるサンフレアこがでゴジラ企画展

５ 中学生学習支援と食事提供、フードバンク連携 20 窓口受付時間の短縮検討、DX、サービス向上

６ 鹿部保育所看護師充実、医療的ケア児受入強化 21 電動アシスト自転車実証実験

７ 多胎児妊娠の妊婦への健診頻回受診支援 22 育休中の保育園退所の廃止

８ 障がい福祉サービス自己負担引き下げ 23 学童保育所の土曜、長期休暇の開所時間拡大

９ 子ども食堂の開設・運営に対する補助 24 GISを活用した自然環境調査

10 ふれあい収集対象者、要支援１以上に変更 25 薦野清滝地区の農業基盤整備工事着手

11 子ども医療費１８歳まで無償化 26 リーパスプラザにWi-Fi設置

12 スマートグラス買い物支援、リモコン草刈り 27 未来の地域リーダー育成プログラム

13 千鳥駅東口の駅前ロータリー 28 民間からDX推進の人材受け入れ

14 新原高木地区の造成開始、工業系、商業系

15 五輪パブリックビューイング



子ども医療費１８歳まで無償化



児童手当の拡充
（２０２４年１０月～）

所得制限の撤廃
高校生世代までの支給延長

第３子以降３万円



浄水場廃止を前提に
北九州市に受水増量を依頼

配水池の耐震診断
維持・補修を促進



３月２２日に予算案を
賛成多数で可決



古賀市の数字の根拠
①想定避難者数 1500人
平成24年の県の地震に関する
防災アセス調査報告書
西山断層震度7

②トイレ備蓄数 6525回
5回/日・人×3日×1500人×2.9

③携帯・簡易トイレ（回数）8000
1000×8校
排便処理セット

④マンホールトイレ 2基
上下水道課が管理
マンホールのつなげるタイプ



電動アシスト自転車導入
実証実験

月千円で１年間レンタル
台数は６台



廃食油の回収ボックス
市役所、サンリブ設置

回収量３倍増



薬王寺・快生館インキュベーション
投資総額３億８千万円
市費は１億２５００万円

契約終了２０２５年度
２０２６年３月末



新たな市民体育館建設も需要な選択肢



西鉄宮地岳線跡地
概略設計（花見東）

８月契約
９月現地調査

来年３月設計完了



２０２４年３月３１日まで ２０２４年４月１日以降

９名

１４名

１名

４名

５名

９名

１４名

１名

４名

４名

子育て支援課を子ども家庭センターに名称変更
子ども・若者相談室を設置



経営戦略課

経営戦略係（3名）

交通政策係（3名）

広報公聴係（3名）

なんでもきくコーナー
（2名）

経営戦略課

経営戦略係（6名）

広報公聴係（3名）

なんでもきくコーナー
（2名）

２０２４年４月１日～２０２４年３月３１日まで
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月額基準額 ５１００円から５３００円に







施政方針
その根拠、内容を考える

３月議会での一般質問を基に施政方針の課題を探る





施政方針は地方自治法で
義務付け無し

まちづくり基本条例
議会基本条例

これこそ根拠ではないか
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施政方針の作成過程

市民評価、行政評価、
幹部職員議論、決算議会が
必要不可欠ではないか



まちづくりの中心は
小学校区コミュニティ

この基本方針の確立が必須
２０４０年までの１６年が最後のチャンス


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28

